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論　文
今、改めて関係人口を考える

1. はじめに
　ECPR誌では2017年No.２（Vol . 40）において、
特集「関係人口と地域づくり」が組まれている。
そこでは既に事例紹介まで含めて包括的な紹介が
なされており、その内容を読むと、この早い時点
でむしろ国よりも感度が高い記述と整理がなされ
ており、感銘を受けるとともに、頭が下がる思い
である。本号を読まれる前にぜひ再度一読される
ことをおすすめしたい。
　さて、その後、ようやく国においても関係人口
に関する詳しい調査検討が進み、その新たな側面
が見えてきた。また、COVID-19の流行に伴って
繰り返し緊急事態宣言等が発出されることによ
り、都道府県間の移動が抑えられ、関係先に訪問
したくとも訪問できない状況が続いている。つま
り、関係人口による活動が大きく制約を受けてい
る状況にある。このような中で新たにクローズ

アップされてきたのは、オンライン等のサイバー
空間を通じて現地とつながる、いわゆる非訪問型
の関係人口である。もちろんこのような非訪問型
関係人口はCOVID-19流行前にも存在していた。
ただ、現在は従前現地訪問していた関係者も非訪
問型として活動を続ける者もあり、また巣ごもり
活動の中で新たに非訪問型関係人口として活動を
はじめる者も散見されるようになってきた。彼ら
がCOVID-19収束後にどのように活動を継続し、
また訪問型の活動へと戻ってくるのか、つまり関
係人口の関わりの階段（図−１）をどうステップ
アップしていくのかは現在多くの方々の興味の対
象となっている。
　以下、本稿では国土交通省が実施した大規
模な実態調査を活用することにより、そもそ
もCOVID-19流行下の状況において、訪問型関
係人口と非訪問型関係人口の実態がどうなって

［要　旨］
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いるのか、まずその全体像を統計的な観点から
把握する。特にCOVID-19流行前、調査時点、
COVID-19収束後の３時点において、訪問型、非
訪問型、またそのいずれの活動も行っていない無
関与型の個人が、どのように活動の仕方を変化さ
せたかについて、その実態を実数として追跡す
る。さらに非訪問型関係人口がCOVID-19収束後
に訪問型へとステップアップするうえで、何が重
要な要因となっているのかを分析を通じて明らか
にしていく。

2. 訪問型と非訪問型の関係人口
（１）調査の内容
　本稿では、国土交通省国土政策局総合計画課が
COVID-19流行下の2020年に全国を対象として実
施した「地域との関わりについてのアンケート」
を用いる。調査概要を表−１に示す。本調査は１
次調査と２次調査で構成されており、１次調査で
は、個人属性や世帯構成、職業などの基本的な情
報を聴取している。その後、地域と関わりが有る
と回答した者を対象に２次調査を行っている。２
次調査では、COVID-19流行前（2020年２月頃よ

図-1　関係人口の関わりの階段（文献１）を参考に作成）

表-1　アンケート調査の概要
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調査項目

備考 COVID-19 流行前時点での関わりに対して聴取

 「地域との関わりについてのアンケート」調査

国土交通省国土政策局総合計画課

Webアンケート調査

2020 年 9 月 29 日～ 10 月 6 日

調査対象
1次調査：全国に居住する 18 歳以上の男女 148,831 人
2 次調査：1次調査で地域との関わりが有ると回答した者

訪問型：人数ベース・17,040s，地域数ベース・32,959s

非訪問型：人数ベース・3,677s，地域数ベース・3,952s

80（広域地方計画区域 [10]・性別 [2]・年齢 [4]）

○ 1次調査

・個人属性・世帯構成・職業  
・趣味・関心分野・居住地での地域活動経験 等

○ 2次調査

・関わり先市町村名・活動内容・活動頻度・関わり動機  
・関わりの年数・COVID-19 収束後の訪問意向  等
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り前）時点での関わりについて、訪問型と非訪問
型共に具体的な活動内容や活動頻度、関わりの年
数などを聴取している。加えて、非訪問型に対し
ては、関わりのある地域へCOVID-19収束後に訪
問したいか否かを尋ねている。サンプルは関わり
先地域単位で集計し、地域数ベースで以下の分析
を実施している。
　また、本調査では訪問型に関して、「地域づく
りへの直接寄与」「現地での就労」「参加・交流型
の活動」「地域でのテレワーク」「趣味・消費を目
的とした活動」を対象とし、地縁・血縁的な関係
で帰省のみを行っている者などは含まない。非訪
問型活動としては、「ふるさと納税」「クラウド
ファンディング」「地場産品購入」「遠隔での仕
事の請け負い」「SNS等での情報発信」「オンラ
インを活用したコミュニケーション」の６つの活
動を対象としている。本稿では訪問型関係人口と
非訪問型関係人口の違いを明確にし、非訪問型か
ら訪問型へのステップアップの可能性を検討対象
とするため、訪問型と非訪問型に重複して活動を
行っている者は以下の検討からは除外する。一方
で、訪問型と非訪問型の全国的な実態を定量的に
把握するため、母集団推計によるサンプルの拡大
推計を行った。母集団推計は、統計的妥当性を考
慮されて設計されたアンケート調査の標本抽出方
法に準じ、居住地域（三大都市圏/その他地域）、

性別（男/女）、年齢（18～34歳/35～49歳/50～
64歳/65歳～）の２×２×４の16セグメントとし、
個人に対し拡大を行っている。

（２）調査の結果
　拡大後の訪問型と非訪問型の各活動の実施割合
を図−２、図−３に示す。どちらも各活動を全体
の地域数ベースの値で除しているが、活動は複数
回答のため、合計は100%を超える。訪問型は観
光や他活動に付随して実施されることが多い趣
味・消費型の割合が最も高い。また、非訪問型は
ふるさと納税が最も実施割合が高く、続いてオン
ラインを活用したコミュニケーションが高い。訪
問型と非訪問型を比較すると、訪問型の方が一地
域に対して複数の活動を行う場合が多いことが読
み取れる。

3. COVID-19がもたらした変化パターンを
　把握する
　先述した通り、この調査ではCOVID-19流行前
と調査時点の実態、およびいわゆるアフターコ
ロナと呼ばれるCOVID-19収束後の意向という３
時点でのデータが、拡大を通じてそれぞれの全
国ベースでの実数を把握することが可能である。
ここではこの３時点を通じて個人の地域との関
係性がどのように変遷しているかを図−４の形

図-2　訪問型関係人口の全体像

図-3　非訪問型関係人口の全体像
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で詳細に明らかにした。具体的には、
COVID-19流行前において、非訪問型
関係人口に該当した人、訪問型関係人
口に該当した人、関係人口に該当しな
い無関与型の人の３種類のタイプの
人々をスタートポイントとし、それ
ぞれが調査時点（COVID-19流行中）、
COVID-19収束後の各時点においてど
のように変遷するのか、そのそれぞれ
の人数をパターン図として表現してい
る。
　なお、既に公表されている本調査
の基本集計が示しているとおり２）、
COVID-19流行前において、訪問型、
非訪問型およびその両方に係る関係人
口は全人口のおよそ１/４である。実
数としてはそのいずれにも該当しない
無関与型の構成比が最も高いわけだ
が、全国民のおよそ１/４が関係人口
として何らかの活動をしていたという
ことは重みのあることと言うことがで
きる。それぞれの変化パターンに着目
してその変遷を追ってみると、以下の
ようなことを読み取ることができる。
１）COVID-19流行前から非訪問型の

活動を行っていた者の多くは、流行
中の調査時点においても非訪問型活
動を続けている。また、彼らの半数
近 い 者（47.9%） がCOVID-19収 束
後には訪問型活動を希望している点
は特に注目すべき事柄である。アフ
ターコロナにおいて地方が獲得すべ
き多くの人材がこの中に含まれてい
ることが期待され、このうちどのよ
うな属性や考えを持つ者が訪問型に
転換するポテンシャルが高いのか、
客観的にあぶりだすことが求められ
る。

２）COVID-19流行前から訪問型の活

図-4　COVID-19の影響による関係性の変化パターンの実態
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動を行っていた者も、流行中の調査時点におい
ても訪問型の活動を行っている者は少なくな
い。ただ、３割近い者が訪問を取りやめ、非訪
問型や無関与型に転換している。COVID-19収
束後にはほとんどの者が以前の訪問型活動を復
活させると回答しているが、元に戻らずに無関
与型となってしまう者も一定程度存在すること
がわかる。

３）元々一番人数の多かった無関与型の者は、流
行中においてもその８割以上が無関与型のま
まである。一方で外出制限などがかかる中で
のネット利用などを通じ、この機会に新たに
非訪問型に分類されることになった者も少な
くない。数としては700万人にのぼり、その数
は従前からの非訪問型関係人口を超えるもの
である。この新たな可能性を含む層について、
COVID-19収束後に無関与型に戻らないように
することだけで、関係人口層の大きな増加が期
待できる。そのためには何に留意する必要があ
るのか、深堀りした分析が必要である。

4. 非訪問型から訪問型へのステップアップ
　以上の変化パターンの考察を通じ、COVID-19
流行前から調査時点に至るまで非訪問型であっ
た者が、COVID-19収束後に訪問型へとステップ
アップする上で何が要因となっているのか、あわ
せてCOVID-19流行前は無関与型で調査時点では
非訪問型になった者が、同じくCOVID-19収束後
に訪問型へとステップアップする上で何が要因と
なっているのかについて、数量化Ⅱ類という統計
的手法を用いて検討を行った。この結果を図−
５、図−６に示す。
　まず図−５から得られる考察は以下のとおりで
ある。
１）年齢において有意な影響がみられ、65歳以上

の者は訪問型へステップアップする可能性が低
い傾向にある。訪問型の活動内容には体力的な
要因が影響するとされているが、非訪問型から
訪問型へステップアップを考える上でも体力的

な要因が影響していると考えられる。
２）世帯年収に着目すると、世帯年収が高いほど

訪問型へステップアップする可能性が高い傾向
がみられる。非訪問型として地域に関わる場合
は交通費が不要であるが、訪問するためには交
通費の負担は避けられない。そのため、世帯年
収が高い者の方が訪問型へステップアップする
ことの経済面での心理的ハードルが低いと考え
られる。

３）居住地での地域活動経験は、経験を有する者
の方が訪問型へステップアップする可能性が高
い。中でも主体的に実施していた者はその傾向
が強く、訪問型へのステップアップに際して、
居住地における地域活動経験が極めて重要とい
える。活動場所が遠方か近場かどうかに関わら
ず、経験値が大きな意味を持つことが読み取れ
る。

４）現在どんな非訪問型活動を行っているのか、
その内容に着目すると、ふるさと納税が有意な
影響を示している。ただ、ふるさと納税を行っ
ているから訪問型にステップアップするという
ことではなく、実態としてはその逆になってい
ることが有意に示されている。ふるさと納税の
利用者は返礼品目的での利用が多いことが問題
視されているが、関わり先の地域に興味がある
のではなく、ただ経済的に得をしたいだけで参
入している者が少なくないことがこの理由とし
て類推される。

５）一方、統計的に有意ではないものの、非訪問
型活動内で相対的に、地場産品購入は訪問型へ
ステップアップする意向を持つ者が多い。地場
産品購入はふるさと納税とは異なり、直接的な
利益を求めて活動を行っているわけではないこ
とから、その地域を応援したいから購入してい
る、もしくは地場産品の魅力に惹かれて実際に
地域への訪問に興味を持つ傾向にあるのではな
いかと考えられる。

６）関わり動機に着目すると、地縁・血縁などの
所縁に基づいた関わりを持つ者が相対的に訪問
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図-5　非訪問型から訪問型関係人口へのステップアップ要因分析
　　　分析対象：COVID-19流行前から非訪問型であった者、変数一部抜粋（図-4の枠①）
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型へステップアップする可能性が高い。既にそ
の地域のことをよく知っていたり、知り合いの
ネットワークが存在するといったことがその背
後にある要因と思われる。

７）次に非訪問型活動の実施頻度に着目すると、
月に１回以上非訪問型活動を行っている者は訪
問型へステップアップする意向が強い傾向にあ
る。一方、頻度が下がるにつれて訪問型へス
テップアップする意向は低くなる傾向が顕著で
ある。説明変数として取り上げた変数群の中で
偏相関係数の値が最も高いことから、非訪問型
活動の実施頻度を高めること、加えて実施頻度
が高い者に対してアプローチすることが訪問型
へのステップアップに効果的であると考えられ
る。

８）続いて関わりの年数に着目すると、関わりの
年数が長い者ほど訪問型へステップアップする
意向が強い。短期的な関わりよりも長期的な関
わりを形成すること、加えて長期的な関わりを
持っている者に対してアプローチすることが訪
問型へのステップアップに際して効果的である
と考えられる。

９）居住地と関わり先地域までの都道府県間距離
に着目すると、距離が近い者ほど訪問型へス
テップアップする意向が強い。非訪問型は、活
動に際して移動を伴わないため、遠方の地域と
関わることが訪問型活動に比べて容易になると
考えられるが、訪問型へのステップアップとい
う観点では、現状の訪問型のOD構成同様、居
住地の周辺地域の方がステップアップする可能
性が高いという結果となった。

　次に、COVID-19流行前は無関与型で調査時点
では非訪問型になった者が、COVID-19収束後に
訪問型へとステップアップする上で何が要因と
なっているかについて、その分析結果を図−６に
示す。この結果から以下のようなことが考察でき
る。
１）相関比や的中率など、分析結果全体の有意性

を示す指標は図−５よりは低くなっている。こ
のことは以前より非訪問型の活動をしていた者
より、以前は無関与型であった者の方が、今後
の意向がどうなるかは読みにくいということを
意味している。

２）そのような状況下でも、趣味・関心分野に関
する変数において有意に効いているものが少な
くない。アウトドア・スポーツ、芸術・文化、
教養・自己啓発、食、旅行・ドライブ・ツーリ
ングなど、いずれもそのような趣味や関心分野
がある者において、訪問型へとステップアップ
する意向が強くなっている。過去のつながりの
弱い無関与型の者に対しては、趣味等を通じて
つながりをつくっていくのが一つの道筋になり
えることが読み取れる。

３）図−５の結果と同じ傾向がある変数として、
年齢、居住地での地域活動経験、地場産品購入、
関係人口という言葉の認知などが確認できる。
これらは訪問型へのステップアップを考える上
で、共通性の高いバックグランドとなる個人属
性群であるということができる。

４）図−５において有意となったふるさと納税に
ついては、こちらの分析では有意な結果とはな
らなかった。その一方で、図−５では有意では
ないもののステップアップする傾向がみられた
クラウドファンディングの実施者が、有意に訪
問型へのステップアップを行う意向を持たない
ことが示された。COVID-19流行下においてク
ラウドファンディングを始めた者は以前とは動
向が違うとされている３）。具体的には、マスク
やポータブル電源販売のプロジェクトへの支援
金額が増大しており、COVID-19流行下におい
て実用的な品物を目当てに支援している者が多
いと考えられる。ふるさと納税もCOVID-19流
行下のクラウドファンディングも興味の主対象
は「お金」であるという点を鑑みると、地域へ
の実質的なつながりや貢献は、いわゆる「儲け
話」とどう峻別して魅力的であるかという点が
問われるところであろう。
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図-6　非訪問型から訪問型関係人口へのステップアップ要因分析
　　　分析対象：COVID-19流行によって無関与型から非訪問型になった者（図-4の枠②）
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５）そもそも以前より無関与であったこのグルー
プでは、地方（三大都市圏以外）での居住経験
の有無が訪問型へのステップアップ意向に有意
に働いていることは興味深い。都市部では得ら
れない地方での日常生活の中に、実際に地域で
貢献してみようという気持ちを喚起する何かが
あると思われ、今後より深掘りした調査等を行
う価値がある項目ということができる。

5. おわりに：真の地方分散を希求する
　COVID-19流行下において、感染防止のために
テレワークが推奨されるとともに、「分散化」と
いうキーワードが各所で取り上げられるように
なっている。国土計画の観点から東京一極集中の
解消を進めることは喫緊の課題であり、この機会
に地方への移住が促進されるなら、それはそれな
りに今回の社会的な危機をうまくきっかけとする
ことができたということができよう。ただ、この
ような分散化の期待に対しても、実際はどのよう
な動きになっているのかは具体の数値として理解
しておく必要があり、現実はそのような予定調和
型の思い込みに忖度して人は動いてくれるわけで
はない。具体的に都道府県間の人口移動を数値と
して確認すると、2020年の１年間において、対東
京都に対して各都道府県の中で転入人数と転出人
数の差し引きが＋になったのは３県だけである。
具体的には埼玉県の＋11,431人、神奈川県の＋
6,874人、千葉県の＋4,539人であり、いずれも東
京都に境を接する首都圏の県である（総務省統計
局、2021）。結局のところ、実空間において生じ
た分散は、地方への分散ではなく、首都圏内々で
の郊外化が生じているというのが実態である。
　ちなみに住民基本台帳に基づく直近の人口増減
率（2020年１月１日時点前年比、外国人除く）で
は、現在日本国内でわずかながらも人口増加がみ
られるのは、東京（＋0.52%）、沖縄（＋0.16%）、
神奈川（＋0.05%）の３都県のみで、他の44道府
県は既にすべて人口減少局面に入っている。我々
が直面しているのはゼロサムゲームですらなく、

マイナスサムゲームであるという当たり前のこと
をまず認識しなければならない。このような状況
の中での地方移住化、もしくは関係人口化の取り
組みは、普通に取り組めばいわゆるパイの取り合
いという現状を超えるものは出てこない。他地域
の取り組みとどのような差別化を行い、またどう
いった新規の今までにない需要を産み出すのかと
いうことがポイントとなろう。地方と地方が同じ
ものをめぐって争う中で、お互いに疲弊していく
ということにならないようにする工夫が求められ
ているといえる。
　かつて消滅自治体という用語が喧伝された時期
があったが、現在の人口変化の傾向を将来に延長
していくコーホート人口予測法に基づいた将来推
計を行っている限り、現在人口減少傾向にある自
治体はいずれ人口がゼロに近づくのは計算上極め
て当然のことである。そのような問題提起をまこ
としやかに行うことも、またそれで大騒ぎをする
方も、残念なことに本当に取り組まなければなら
ないことを見誤っている。そのような机上の予測
からどれだけ実態を改善できたのか（＝人口減少
予測を裏切ることができるのか）、また改善でき
た要因は何なのかを客観的に明らかにすることこ
そが重要である４）。もちろん、自治体の中にはこ
の人口減少予測よりさらに人口を下げている自治
体も数多く存在することも忘れてはならない。
　また、政府は現在、少し以前に提示していた二
地域居住というキーワードに再度注目し、その可
能性を改めて模索している５）。一方で、さらに先
に進んで多拠点居住や多地域居住といった用語
や、定住地自体を持たないアドレスホッパーとい
うキーワードも散見される今日この頃である。こ
れらの新しい動きの中で一つ気になることは、本
稿のテーマである関係人口という用語が規定する
ような、地域とのより実質的な「関係性」の構築
である。たとえ移住者がいたとしても、その移住
者が実際にその地域と豊かな関係性を有している
かは様々な幅があるのが実態であろう。単に地域
の負担だけを増やすフリーライダーとしてではな
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く、個人と地域の間に相互にメリットとなる具体
の関係性が存在し、そしてそれがより豊かなもの
へと練り上げられていくプロセスがあることが期
待される。地域が一つの生命体として今後も活力
を保っていく上で、分野を超えた知見の結集を引
き続き進めていく必要があるといえる６）。


